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　　　資料１

　　長久手市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について

　国民健康保険事業の健全な運営を図るため、国民健康保険税の基礎課税
額、後期高齢者支援金等課税額及び介護納付金課税額を次のとおり改めま
す。

１　基礎課税額

改正前（令和２年度） 改正後（令和３年度）

所得割額 5.59 ％ 5.83 ％ 0.24 ％ 増 4.3 ％ 増

均等割額 23,000 円 23,000 円 0 円 0 ％

平等割額 18,100 円 18,100 円 0 円 0 ％

２　後期高齢者支援金等課税額

改正前（令和２年度） 改正後（令和３年度）

所得割額 1.89 ％ 2.20 ％ 0.31 ％ 増 16.4 ％ 増

均等割額 7,700 円 7,700 円 0 円 0 ％

平等割額 6,100 円 6,100 円 0 円 0 ％

３　介護納付金課税額

改正前（令和２年度） 改正後（令和３年度）

所得割額 1.57 ％ 2.02 ％ 0.45 ％ 増 28.7 ％ 増

均等割額 8,500 円 8,500 円 0 円 0 ％

平等割額 5,000 円 5,000 円 0 円 0 ％

増減 伸率

増減 伸率

増減 伸率



　　　国民健康保険税の税率改正表(本算定）

2017(平成29)年度 2018(平成30)年度 2019(平成31)年度 2020（令和2）年度 2021（令和3）年度 2022（令和4）年度 2023（令和5）年度

（％） 6.30 7.17 8.14 9.05 10.05 11.07 11.07 

（％） 16.00 － － － － － －

（円） 28,000 31,500 35,500 39,200 39,200 43,200 47,300 

（円） 28,500 28,400 29,000 29,200 29,200 29,800 30,500 

保険税　課税総額 ８億４，０２８万円 ８億２，９３０万円 ９億４４８万円 ９億６，２４５万円 ９億１，４４５万円 　　９億７，１６４万円　　９億６，６４７万円

9,416人 9,205人 8,955人 8,913人 8,493人 8,262人 8,083人

８万９，２４０円 ９万９２円 １０万２５３円 １０万７，９８２円 １０万７，６７１円 １１万７，６０３円 　１１万９，５６８円

８５２円 １０，１６１円 ７，７２９円 △３１１円 ９，９３２円 １，９６５円

１．０％ １１．３％ ７．７％ △０．３％ ９．２％ １．７％

2017(平成29)年度 2018(平成30)年度 2019(平成31)年度 2020(令和2)年度 2021(令和3)年度

２億２９７万円 ２億８，７３７万円 ２億５，５１４万円 ２億１，４２０万円 １億７，０１３万円

－ ８，４４０万円 △３，２２３万円 △４，０９４万円 △４，４０７万円

２万１，５５６円 ３万１，２１９円 ２万８，４９１円 ２万４，６７５円 ２万３１円

９，６６３円増 △２，７２８円 △３，８１６円 △４，６４４円

          ４，０００万円

　      　４，０００万円

税率等

所得割

資産割

均等割

平等割

被保険者数

１人あたり保険税額

増減額

増減率

法定外繰入金

繰入総額

増減額

１人あたり繰入額

増減額

資料２

　法定外繰入金により、保険
税収入の不足分を補います

１人あたり保険税額
は、課税総額を被保
険者数で除したもので
実際の税額とは異なり
ます。

・所得割増
・均等割・平等割据え置き

　（参考）　　　　　　　　　　　　　　　　　
法定外繰入金以外の予算計上額

基金繰入金

繰越金

標準保険税率を設定



　　長久手市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について ＜税制改正による所得等への影響＞

　　　　　～　国民健康保険税　軽減判定の基準の改正　～ 給与・年金所得世帯 　フリーランス
収入金額 変化なし 変化なし

平成３０年度税制改正により、給与所得控除・公的年金等控除が１０万円引き下 総所得金額等 増加 変化なし
げられるとともに、基礎控除が１０万円引き上げられます。 給与所得控除等減少

旧ただし書所得 変化なし 減少
平成３０年度税制改正大綱で、フリーランスなど様々な働き方改革を後押しする 給与所得控除等減少・基礎控除額増加 基礎控除額増加

観点から見直しするものとされています。

均等割額と平等割額の軽減措置
＜給与・年金所得世帯の場合＞

一定の給与所得者等が２人以上いる世帯については、給与収入額等に変化がない 　　　　　　　　　給与収入、年金収入

場合でも、軽減措置に該当しなくなる場合があることから、軽減判定での不利益
につながらないように、令和３年度から対象世帯の算定基準を次のとおり、改正 収入金額
します。

　　　10万円　　　　給与所得控除、年金所得控除

＜７割軽減基準所得金額＞
総所得金額等

基礎控除額（３３万円）以下の世帯
　　基礎控除　　　　給与所得控除、年金所得控除

基礎控除額（４３万円）＋（給与所得者等の数－１）×１０万円　以下の世帯 旧ただし書所得

　　33万円 10万円

＜５割軽減基準所得金額＞

基礎控除額（３３万円）＋２８．５万円×被保険者数）以下の世帯 ＜フリーランス（農業・自営業等）の場合＞
　　　　　　　　　　事業収入

基礎控除額（４３万円）＋（給与所得者等の数－１）×１０万円 収入金額
　　　　　　　　　　　＋２８．５万円×被保険者数   以下の世帯

　　　　　　　　　　　　　必要経費

＜２割軽減基準所得金額＞ 総所得金額等

基礎控除額（３３万円）＋５２万円×被保険者数）以下の世帯 　　　　　　　　　基礎控除 　　　　　　必要経費

旧ただし書所得
基礎控除額（４３万円）＋（給与所得者等の数－１）×１０万円
　　　　　　　　　　　＋５２万円×被保険者数   以下の世帯  　　10万円 　　33万円

資料３


